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 原子力損害賠償支援機構法は「賠償の迅速かつ適切な実施」を目的

の一つとする。東電はこの目的達成のため、大臣に対し「和解仲介案の

尊重」を誓約し（新・総合特別事業計画「３つの誓い」）、「円滑かつ確実

に実施されると見込まれるものである」と認定を受け、最大９兆円の資

金援助を受けることになった。 

 東電の和解案拒否は、町民の苦しみを理解しようとせず、町民が受

けた深刻な被害を更に増幅させるものであることはもちろん、大臣に対

する誓約を反故にして違法に資金援助を得るものであり、許されるべき

ではない。 

よって、下記のとおり要求する。 

 

記 

 

 東電が作成し、大臣が認定した「特別事業計画」に基

づき、和解案を速やかに受諾するよう東電に命じていた

だきたい。

 


